
知ってください！
公共施設の適正化
知ってください！
公共施設の適正化

　
公
共
施
設
は
、
全
国
的
に
昭
和
４０
年

代
か
ら
５０
年
代
の
著
し
い
経
済
成
長
の

中
で
整
備
さ
れ
た
も
の
が
多
く
、
加
東

市
で
も
、
同
年
代
に
整
備
さ
れ
た
公
共

施
設
が
、
全
体
の
約
４０
％
を
占
め
て
い

ま
す
。
こ
れ
ら
の
施
設
は
整
備
し
て
か

ら
３０
年
を
超
え
て
お
り
、
修
繕
や
改
修

等
、
老
朽
化
へ
の
対
応
が
必
要
と
な
る

時
期
を
迎
え
て
い
ま
す
。

　
建
物
の
法
定
耐
用
年
数
は
、
木
造
・

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
な
ど
の
建
物
の

構
造
、
ま
た
、
事
務
所
・
学
校
・
体
育

館
な
ど
の
建
物
の
用
途
に
よ
っ
て
区
分

が
あ
り
ま
す
。
公
共
施
設
を
当
て
は
め

る
と
、
公
民
館
の
耐
用
年
数
は
５０
年
、

学
校
・
体
育
館
は
４７
年
と
な
り
ま
す
。

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
白
書
で
適
正
化
の
対
象

と
し
て
い
る
６９
施
設
で
は
、
今
後
１０
年

で
約
２５
％
、
２０
年
で
約
７０
％
が
耐
用
年

数
を
迎
え
ま
す
。

耐
用
年
数
と
建
物
の
更
新
費
用

　『
今
後
２０
年
、
公
共
施
設
を
現
状
の

ま
ま
維
持
し
続
け
る
と
、
１
４
６
億
円

も
の
費
用
が
必
要
に
な
る
』
こ
と
は
、

広
報
８
月
号
や
市
政
懇
談
会
で
も
お
伝

え
し
て
き
ま
し
た
。
こ
の
費
用
は
、
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
白
書
に
よ
る
各
施
設
の
耐

用
年
数
と
面
積
に
よ
り
算
出
し
て
い
ま
す
。

　
法
定
耐
用
年
数
に
概
ね
１０
年
を
加
え

た
年
数
で
建
物
を
更
新
す
る
も
の
と
し
、

工
事
単
価
を
１
㎡
あ
た
り
３０
万
円
と
し

て
試
算
し
た
結
果
、
今
後
２０
年
間
で
必

要
と
な
る
建
て
替
え
工
事
費
は
約
６８
億

円
と
な
り
ま
す
。
ま
た
、
耐
用
年
数
を

満
了
さ
せ
る
に
は
、
老
朽
化
へ
の
対
応

を
行
う
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
完
成

か
ら
２０
年
経
過
す
る
ご
と
に
１
㎡
あ
た

り
５
万
円
の
修
繕
費
が
必
要
と
し
て
試

算
し
た
結
果
、
今
後
２０
年
間
で
約
７８
億

円
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　
こ
こ
で
試
算
し
た
約
１
４
６
億
円
は

工
事
費
の
み
で
、
人
件
費
や
光
熱
水
費

な
ど
の
施
設
維
持
経
費
は
含
ま
れ
て
い

ま
せ
ん
。
公
共
施
設
を
現
状
の
ま
ま
維

持
し
て
い
く
経
費
の
総
額
は
、
さ
ら
に

莫
大
な
金
額
に
な
る
こ
と
は
確
実
で
あ

る
た
め
、
公
共
施
設
の
適
正
化
を
市
の

急
務
と
し
て
位
置
づ
け
、
早
期
の
解
決

を
目
指
し
て
い
ま
す
。

　
次
回
の
広
報
か
と
う
１１
月
号
で
は
、

施
設
の
複
合
化
・
多
目
的
化
な
ど
、
適

正
化
へ
の
具
体
的
な
取
り
組
み
に
つ
い

て
お
伝
え
し
ま
す
。
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番号 施設の名称 設置年度
耐用
年数

耐用年数
満了まで

S４７（１９７２）

S５９（１９８４）

S４５（１９７０）

H１３（２００１）

S５１（１９７６）

S６０（１９８５）

H４（１９９２）

S５２（１９７７）

S５４（１９７９）

S４８（１９７３）

S５９（１９８４）

S６１（１９８６）

S４３（１９６８）

S５３（１９７８）

S６０（１９８５）

S５８（１９８３）

S５３（１９７８）

S５２（１９７７）

S３９（１９６４）

H３（１９９１）

S５９（１９８４）

H２（１９９０）

S５５（１９８０）

市役所　社庁舎

市役所　滝野庁舎

市役所　東条庁舎

加東ケーブルビジョン

加東市民病院

社幼稚園

福田幼稚園

社小学校

福田小学校

米田小学校

三草小学校

鴨川小学校

滝野東小学校

滝野南小学校

東条東小学校

東条西小学校

社中学校

滝野中学校

東条中学校

やしろ国際学習塾

滝野文化会館

東条文化会館

加古川流域滝野歴史民俗資料館

３年

３年

２９年

１８年

３１年

１７年

１９年

４２年

１０年

２２年

２３年

２０年

１５年

２０年

２１年

２３年

３７年

１１年

１９年

１４年

－

－

－

２４

２４

５０

４１

５０

４１

５０

５０

５０

５０

５０

５０

４７

４７

４７

４７

４７

４７

４７

４７

－

－

－

２４

２５

２６

２７

２８

２９

３０

３１

３２

３３

３４

３５

３６

３７

３８

３９

４０

４１

４２

４３

４４

４５

４６

番号 施設の名称 設置年度
耐用
年数

耐用年数
満了まで

H５（１９９３）

H５（１９９３）

H５（１９９３）

H３（１９９１）

H７（１９９５）

H２（１９９０）

S５８（１９８３）

H１８（２００６）

S４９（１９７４）

S６１（１９８６）

S６２（１９８７）

S５９（１９８４）

S５７（１９８２）

S６２（１９８７）

S６３（１９８８）

H２（１９９０）

H１６（２００４）

S５３（１９７８）

S６１（１９８６）

S５６（１９８１）

S５５（１９８０）

S５５（１９８０）

S５９（１９８４）

明治館

三草藩武家屋敷旧尾崎家

中央図書館

図書・情報センター

滝野図書館

東条図書館

社公民館（旧多目的研修館）

滝野公民館

東条公民館

社コミュニティセンター

さんあいセンター

コミュニティセンター東条会館

社中央体育館

社第一体育館

社武道館

滝野体育センター

滝野総合公園体育館

東条第一体育館

東条第二体育館

東条東体育館

社第一グラウンド

社第二グラウンド

社第三グラウンド

－

－

－

－

－

４年

１６年

１３年

２０年

３年

７年

２０年

３３年

２９年

１０年

３２年

２９年

１５年

１５年

１７年

２５年

９年

２０年

－

－

－

－

－

３１

３１

３１

３１

３１

２２

３１

５０

５０

３１

５０

５０

３９

３１

３１

３４

３４

３４

４７

４８

４９

５０

５１

５２

５３

５４

５５

５６

５７

５８

５９

６０

６１

６２

６３

６４

６５

６６

６７

６８

６９

番号 施設の名称 設置年度
耐用
年数

耐用年数
満了まで

H４（１９９２）

H２（１９９０）

S５３（１９７８）

H５（１９９３）

H５（１９９３）

S６２（１９８７）

H１１（１９９９）

H８（１９９６）

H１５（２００３）

S６１（１９８６）

H１１（１９９９）

H１５（２００３）

H９（１９９７）

H５（１９９３）

H５（１９９３）

H８（１９９６）

H５（１９９３）

H２（１９９０）

H１０（１９９８）

H１２（２０００）

H１７（２００５）

H１（１９８９）

H１２（２０００）

グリーンヒル・スタジアム

滝野総合公園多目的グラウンド

東条グラウンド

東条野球場

東条健康の森スポーツ広場

東条健康の森

社保育園

米田保育園

三草保育園

鴨川保育園

社児童館やしろこどものいえ

滝野児童館

社福祉センター

滝野福祉センターはぴねす滝野

東条福祉センターとどろき荘

ラポートやしろ

東条デイサービスセンター

ケアホームかとう

やしろ鴨川の郷

滝野交流保養館

滝野産業展示館

アクア東条

道の駅とうじょう

※１　　　　は、マネジメント白書作成以降にすでに廃止や地区へ移管した施設、または廃止等の
　　　方向性が決まっている施設です。
※２　番号が赤字の施設は、今後２０年で耐用年数を満了することを表しています。
※３　公共施設マネジメント白書では、加東市の公共施設１１２施設のうち、給食センターや埋め立
　　　て処分地などを除いた６９施設を適正化の対象としています。

（公共施設マネジメント白書対象分） 公共施設の耐用年数一覧表 （公共施設マネジメント白書対象分） 公共施設の耐用年数一覧表 （公共施設マネジメント白書対象分） 公共施設の耐用年数一覧表

法定耐用年数
構　　　造 法定耐用年数

鉄筋コンクリート造
鉄骨造
木造
ブロック造

５０年
３４年
２４年
４１年

※減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年）
　による建物用途「事務所」の耐用年数。

　上記は、建物を建て替える判断基準となる法
定耐用年数の一覧表です。マネジメント白書で
対象としている69施設のうち、10年後には約
4割、20年後には約8割の建物が耐用年数を迎
えます。

問い合わせ　
　企画部企画政策課（庁舎４階）
　　４３－０３８９問い合わせ　企画部企画政策課（庁舎４階）　 ４３－０３８８

　公共施設の適正化を考えるうえで、大きな要素となる耐用年数。今回は、
平成２４年３月に作成した公共施設マネジメント白書をもとに、耐用年数に
ついてお知らせいたします。

公共施設の耐用年数について公共施設の耐用年数について公共施設の耐用年数について公共施設の耐用年数について

　平成２２年度から平成２５年度までの４か年で取り組んで
きました第２次行財政改革の取り組み結果を取りまとめま
したので、その概要をお知らせします。
　第２次行財政改革では、①から③までの基本目標に、
行政経営の視点を加えて、行政経費の節減・行政事務の
効率化などの取り組みを進めてきました。
　①しっかりとした財政基盤の確立
　②分権型社会に対応した組織・職員づくり
　③市民と行政のパートナーシップの構築
　結果として、引き続き取り組んでいかなければならな
い課題もありますが、事務事業の見直し、市税などの市
の債権の収納率向上や滞納防止、ケーブルテレビサービ
スの統一や今後の運営方針の決定、職員数の適正化、財
政の健全化、新庁舎の建設、自主運行バスの導入、ごみ
の減量化など、一定の成果が得られました。
　また、これらの取り組みによる財政的な効果額は、約
８億３千万円となりました。
　取り組み結果の詳細は、市のホームページに掲載して
いますので、ぜひご覧ください。

４年間で約８億３千万円の財政効果を創出４年間で約８億３千万円の財政効果を創出４年間で約８億３千万円の財政効果を創出４年間で約８億３千万円の財政効果を創出
第2次行財政改革の取り組み結果を取りまとめました

第2次行財政改革の成果第2次行財政改革の成果第2次行財政改革の成果第2次行財政改革の成果
●基金総額 約４１．６億円の増額
　家庭の預貯金に当たる基金（積立金）は、４年間で約４１．６億円を増額し、
　約１１０億円を確保しました。
　【基金総額の推移】各年度３月末現在 

●職員数 ２３人を純減
　平成２２年４月１日時点より、職員数を２３人（４．９％）削減しました。
　【職員数の推移】各年度４月１日現在 消防職を除く。 

●地方債残高 約３４．８億円の縮減 
　借入によって負った債務を、４年間で約３４．８億円縮減しました。 
　【地方債残高の推移】各年度３月末現在  

４７５

４７０

４６５

４６０

４５５

４５０

４４５

４４０

４３５
Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

４７２
４７４

４７２

４５９

４４９

４７２
４７４

４７２

４５９

４４９

１２０

１００

８０

６０

４０

２０

０
Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

６９．１
７９．４

９２．２
１０２．５

１１０．７

６９．１

３３．５

３５．６

７９．４

４０．２

３９．２

９２．２

４８．３

４３．９

１０２．５

５４．４

４８．１

１１０．７

５８．８

５１．９

４００

３００

２００

１００

０
Ｈ２２

Ｈ２１

Ｈ２１ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

１７．３ １５．１ １３．０ １１．３ １０．６１７．３ １５．１ １３．０ １１．３ １０．６

４１６．６ ３９９．７ ３８３．３ ３７４．９ ３８１．８

２２９．７

１６９．６

２１６．０

１６８．６

２０４．１

１６６．２

１９３．９

１６９．７

１８２．１

１８９．１

その他

その他基金

財政調整基金

下水道事業会計

普通会計　　　　　　

※△は耐用年数を迎えた後の経過年数を示して
　います。
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